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貸宅地の再生(物納編)

む質問のケースのように、壽1斤では借地権付
建物の競売等が増えてきています。すぐに商品
化が可能な所有権の土地等では、購入者が競つ
て入本L価格を高騰させていますので、落本Lでき

たとしても、分康後にあまり利益が見込めなくなつていま
す。その結果、借地権の競売物件の場合は、比較的競争相
手が少ないので参入しようと考える業者も多いようです。
しかしながら、それらの物件は借地権が地上

―

・ある場
合は少なく、ほとんどが質借権等の債権です。

借地権の商品化における障害とは

債権は勝手に売買等を行えるものではなく、名義変更や
再建築、分譲、再販売をする場合、土地オーナーの承諾が
必要となります。競売であつたとしても例外ではありませ
ん。

オーナーが承藷しない場合には、裁判所に代わ りの許可
を取ることになります。しかし、分譲においては、通常で
あつても販売までに多くの時間と費用がかかりますので、
裁判所を利用するようなゆとりはなく、事前にオーナーの
承諾を取 り付ける必要があります。 「自分の土地を細切 り
にすることなどはもつてのほかであり、将来誰が質借人に
なるか分からないのに承諸できるか」などと言うて、多額
の承諾料をふつかけるオーナーもいます。また、簡単に底
地を銀つてくれることもまれであり、いずれにしろ、容易
には各種承諸はもらえません。

ただし、土地オーナーも問題を解決せずに同じ状況を継
続できるわけではありません。購入者も現状のまま何年も
待つているわけにはいきませんので、最終的には何らかの
調整を図り、結論を導くことになります。

土地オーナーの抱える将来の問題とリンクさせる

土地ォーナーは、先祖代々の土地を我が命と同じように
大切に扱い、できるだけ多く子孫に引き継こうと考えま
す。しかし、引き継ぐためにt計目続税という多嶺の負担を
強いられます.

昭和末押ころから、相続対策の下に多額の借入金を発生
させて、アパー ト等の収益物件を建築すること等が盛んに
行われましたが、パブルの崩壊と共に有効な対策ではない
と判断され、・近年はあまり見かけなくなりました。轟折で
は、遺産の分割や相統税の納税をどうするかといつた観点
で物事を考えるオ=ナ ーが増えています。
相続税は累進課税となつていますので、多くの土地を所

有するオーナーの場合、最高税率に近い60%相 当に及ぶこ
ともあります。こういらたォーナーの相続人が納税に失敗
すれは、相続破産に追い込まれ、一家が路頭に迷うことに
なります。

納税方法には、①金銭r・―括納付、②分割納付 (延納)、
O_LjLや 株等による物納くの3種 類があります。土地オー

r臨 著爛 戦 熙 擬鼈 婁T亨蹴
以上の利子税を要求される延納を未」用するととは困難と考
えられます。金銭で一括納付するためには、貸宅地を事前
に借地人等へ売却しヽ金銭として保有することになりま
す。しかし、この方法は多額の譲渡税がかかることや近llt
・縁成の手前もあつてあまり活用されません。そこで最終
的には相続発生後に貸宅地を借地人へ売却して

―

付す
るか、貸宅地のままで物納することが多いのです。売却に
せよ、物納にせよ、当然ながら利用区分ことの分隼が必要
となることは言うまでもありません。分筆ができたとして
も、借地人に購入の資力がない場合には売却は困難です。
物納の場合も、質料 (地代)が 一定額を下回る場合は値上
げが必要となりますし、それ以外にも難しい条件を補完で
きなければ収納してもらえません。更に平成18年度の税制
ntrTによつて、物納に対してより厳しい条件が突き付けら
れることになりそうです。

以上のことを頭に描き、今回の土地オーナーには、この
ような納税にかかる現状 (仮に実効税率が50%あ る場合
は、オーナーの相続人はこの範囲内における資産しか残せ
ないこと、納税に失敗すると相続緻産となること)を 知ら

しめることによつて、考え方を変えてもらうこと、及びそ
れにとどまることなく、有効な提案をすることをお勧めい
たします。

一般的に、土地オーナーが底地を第二者へ売却する場合
の価格は、相続税評価の30″50%く らいが相場のようです
が、このケースのように、届地取得後に完全所有権として
第二者に分譲できることを考えれは、最低でも譲渡税等の
負担をプラスした価額 (オロ続税評価額の120%相 当額)で
交渉してみてはいかがでしようか。分譲地として簡単に売
却できる環境が整つていないケースもありますので、その
場合は、物納条件を満たす整備を引き渡しの条件にするこ
と等も検討していただきたいと思います。

また、土地オーナーが、現在は騒地を売却したくない
が、相続発生時には売却しても良いと半U断している場合に
は、分譲時の借地権購入者に対して、将来の二定時期に底
地購入できるという約束をして販売してみてはいかがでし
ようか。オーナァは将来の納税の安全が図れるわけです
し、借地権購入者にも、将来届地を確実に買い取るチャン
スが訪れます。分譲業者としては、借地権付分譲住宅とし
て所有権の場合より安く販売できますので、今は資金が本
足気味でも、将来退職金等の一時金が入る予定の人々な
ど、購入層も拡大でき、販売もしやすくなります。
それでも地主が承諾しない場合には1支 払い地代の値上

げやHll量費を合めた物納条件整備にかかる費用負担を購入
者が負うことなどを提案することをお勧めします。こうす
れ1ぎ、ます拒絶するオーナーはいないと思われます。な
お、平成18年度の税制改正によつて物納に関する取り扱い
の改正が予定されることから、土地オーナーにとつては、
事前に物納条件を整備することが今後の重要課題となるこ
とは関連いありません。

税制改正による物納変更点とは

平成18年度税制改正 (予定)に よつて、底地物納に影響
する3大 ポイントを解説いたします。
①物納申請時の提出書類について

登記事項証明書、ull量図、境界確認費等について提出す
る旨の確約書等が一定の書類として定められヽ申請時に提
出する書類とされています。これにより、税務署長が期限
を定め、境界確認書等の請求があった場合、請求後20日以
内に提出しなくヽ 合は、物納を取り下げたものとみなされ
ます。
②延納から物納べの切り替え

延納中の者が資力等の状況が変わり、延納による納付が
困難と■つた場合|ま、申告期IIEから10年以内に限り延llAか
ら物納へ切り替えることができます。
③物納により納付が完了するまでの間の利子税の発生

現状では、貸宅地等について物納申請後10年経過してい
るものもあり、その間土地は値下がりを続け、資料収入は
相続人が取得し続け、税務署は利子税等を請求できないと
いつた矛盾点等が露呈していました。

今回のFtlF_0主旨には、悪意をもつて引き延ばしている
者を排除すべきこともあると思われますが、悪意がない通
常のケースにも与える影響は大きいのではないでしょう
か。境界確認書等の相手がある書類は簡単には取得できま
せんし、特に官民査定等が不調に終わつているケースで
は、短期で取得できるものではありません。また、物納申
請後、利子税 (2～ 3%)が かかるということは、貸宅地
がらの収益では到底逆さゃとなりますので、早急に物納条
件を整備して収納に導く以外に方法はないと思われます。.

今回の改正が後押しして、土地オーナーには徐々に物納
条件整備の必要性について認識ができてくると思われま
す。そうなると僣地権の商品化には共通の利益が生まれる
ことになり、整理への切つ掛けとなるのではないでしょう
か。土地オーナーの財産状況を分析して、効果的な対処法
を考案することが成功への第一歩となります。
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